
502 484 464 448 448 448
人

475 444 441 419 - -

1519  教育委託事業

委託人数
3

46 46 42 40 42 37
人

41 38 38 32 - -

1596  要保護・準要保護医療事業

被治療者数
4

70 87 87 87 87 87
人

123 99 72 89 - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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０５ 一人一人が学ぶよろこびを実感できるまちを目指します
０１ 教育基盤の充実
０１ 教育環境の充実

教育総務課 総括主査  菊池　睦子

１．施策の平成30年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

・新教育委員会制度の施行に伴い、教育行政における責任の明確化や首長との連携強化等が図られるよう取り組みます。

・少子化、児童生徒の偏在化を踏まえ、中長期的な展望のもとに望ましい学校配置についての検討に着手します。　

・急速な情報化社会の進展に即応して、学校ＩＣＴ（情報通信技術）化の促進に努めます。

・就学機会を確保すべく経済的に困窮している世帯への支援を引き続き行います。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度

暮

ら

し

子どもの教育について、学校、家庭、地域の連携があると感じている人の割合

1 35 36.5 38 40 40 Ａ
％ 31.7

38.5 45.6 58.4 52.3 52.3 248.2

幸

福

子どもが夢中になって取り組めることがあると感じる人の割合

2 52 54 56 58 58 Ｂ
％ 49.9

51.6 53 75.1 56.6 56.6 82.7

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度

1397  就学援助・就学奨励事業

支給人数
1

625 622 681 707 684 684
人

665 674 709 731 - -

1434  就学助成事業

支給人数
2



針についての達成（実現）状況
Ｂ 概ね達成した

Ｂ 概ね達成した

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての平成30年度までの取り組み状況を分析する

・新教育委員会制度の施行に伴い、教育行政における責任の明確化や首長との連携強化が図られるよ

政

うに取り組みました。

 

・就学機会の確保のた

 

めに、生活保護世帯や

 

準要保護世帯など経済

 

的に困窮している世帯

策

の児童生徒への支援を

:

引き続き行

いました。

基

・教育用パソコンを計

本

画的に更新し、ＩＣＴ

施

活用ができる教育環境

策

を整えました。

(２)

:

 基本計画内の取り組

施

みと方針のうち、平成

 

30年度の重点課題の

 

達成（実現）状況

【重

 

点課題】

改正地方教育

 

行政法施行に伴う、新

策

教育委員会制度の的確

:

な運用

【重点課題に対

施

応した達成状況】

新教

策

育委員会制度の的確な

担

運用において、教育行

当

政における責任の明確

職

化や首長との連携強化

・

等が図られるように取

氏

り組み

概ね達成しまし

名

た。

３．施策の実現に

(

向けての平成30年度

１

実施後での変化を認識

)

する

・人口減少、少子

 

化

・情報社会の進展

・

施

働き方改革

基本施策達

策

成のため、引き続き同

目

一内容の基本施策の実

標

施が必須であるため、

の

見直しの必要はありま

達

せん。

(１) 平成3

成

0年度方針策定に際し

（

、今後の方向性や引継

実

課題

【今後の方向性】

現

引き続き教育基盤の充

）

実のため、教育環境の

に

充実に関する取組を進

向

めます。

【引継課題】

け

・少子化による児童生

た

徒数の減少傾向を適切

基

にとらえ、地域の実情

本

を踏まえた適正な学校

計

規模についての検討

・

画

校務用パソコンの計画

期

的な整備に努め、校務

間

環境を改善し、事務の

内

効率化と教職員の多忙

の

化解消

取り組みと方



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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1343  滝沢市教育研究団体協議会交付金事業

3,384 3,384 0.0

1391  滝沢市小中学校文化体育連盟補助事業

6,768 4,732 △30.1

1397  就学援助・就学奨励事業

65,081 69,350 6.6

1434  就学助成事業

13,300 12,171 △8.5

1512  小学校教育用コンピュータ整備事業

0 0 0.0

1519  教育委託事業

4,368 4,015 △8.1

1596  要保護・準要保護医療事業

1,095 718 △34.4

3891  小学校備品購入事業

3,568 3,548 △0.6

3893  中学校備品購入事業

2,500 4,657 86.3

13650  小学校教育用コンピュータ管理事業

1,625 1,616 △0.6

13651  中学校教育用コンピュータ管理事業

1,770 1,811 2.3

15330  中学校教育用コンピュータ整備事業

25,419 19,874 △21.8


